
地域課題の解決を通じた持続可能な地域社会の実現（総務省重点施策2023）

14 郵政事業のユニバーサルサービスの充実
○ユニバーサルサービスの確保 ※郵便局の行政サービス窓口としての活用

15 恩給の適切な支給
○受給者の生活を支える恩給の支給

16 行政運営の改善を通じた行政の質の向上
○行政機関等に共通する基本的な法制度、独立行政法人制度の運営・改善

○国の行政の業務改革の推進等

○政策の効果検証（EBPM）の推進による各府省の政策立案等の支援

○各府省の行政運営の改善に関する調査及び行政相談の充実・強化

17 EBPMの推進及び基盤となる統計の整備
○住宅・土地統計調査等の統計の整備による社会・経済実態の把握

○ビッグデータ活用の環境整備や試行的成果の検証

○政策の効果検証（EBPM）の推進による各府省の政策立案等の支援【再掲】

18 主権者教育の推進と投票しやすい環境の一層の整備
○民主主義の担い手である若年層をはじめとした有権者に対する主権者教育の推進

○投票しやすい環境の一層の整備

○デジタル・シティズンシップの総合的な推進【再掲】

12 感染症を踏まえた国と地方の連携推進・新たな役割分担等
※感染症を踏まえた地方団体との連携推進

☆感染症を踏まえた国・地方間の新たな役割分担や連携の在り方についての検討 ○多様な広域連携の推進

13 地方の一般財源総額の確保等
○☆感染症への対応、持続可能な地域社会の実現等の重要課題への対応 ○☆地方の一般財源総額の確保

○基地交付金・調整交付金の確保 ※自治体ＤＸの推進と財政マネジメントの強化

○東日本大震災に係る地方の復旧・復興事業等の事業費及び財源の確実な確保

10 国土強靱化の推進
○被災地方団体への人的支援の推進 ○ケーブルテレビの光化による耐災害性強化

○※放送・通信ネットワークの強靱化 ※公共安全LTEの推進

○Lアラートの活用推進 ☆携帯電話の事業者間ローミングの実現に向けた検討【再掲】

11 消防防災力・地域防災力の充実強化
○消防防災分野のDXの推進【再掲】 ○緊急消防援助隊の充実強化 ○常備消防等の充実強化

○消防団や自主防災組織等の充実強化

○火災予防対策の推進 ○地方公共団体の災害対応能力・国民保護体制の強化

○消防防災分野における女性の活躍推進 ○科学技術の活用による消防防災力の強化

○G７広島サミットにおける消防・救急体制等の整備 ○被災地における消防防災力の充実強化

１ ハード・ソフトのデジタル基盤整備
○デジタルインフラの整備（光ファイバ・５Gなど）

○マイナンバーカードの円滑な交付体制の確保・利便性の向上・自治体マイナポイントの全国展開

○Beyond ５G (６G) 技術戦略の推進

○量子・AI等の研究開発 ○深紫外ＬＥＤの応用・社会実装加速化

☆携帯電話市場における公正な競争環境の整備 ○電波の有効利用促進

２ デジタル実装による課題解決
○自治体DXの推進（自治体DX推進計画の改定、自治体情報システム標準化・共通化の推進等）

○消防防災分野のDXの推進 ○医療の情報化の推進

○デジタル技術を活用した郵便局と地域との連携促進 ○地域のデジタル基盤の活用の推進

○※郵便局の取得・保有するデータの活用推進 ○情報銀行の活用促進

３ デジタル人材の育成・確保、誰一人取り残さないための取組
○統計人材の確保・育成 〇テレワークの推進 ○高齢者等に向けたデジタル活用支援の推進

○デジタル・シティズンシップの総合的な推進

○デジタルの活用による行政相談手段の多様化 ○情報バリアフリーの促進に向けた字幕番組の制作促進

４ 脱炭素の一層の取組
○分散型エネルギーシステムなどの地産地消の取組の促進

○地域の経済循環を担う地域密着型企業の立ち上げ促進やローカルスタートアップの推進

５ 関係人口の拡大と個性を活かした地域づくり
○地域おこし協力隊等の充実 ○特定地域づくり事業の推進 ○関係人口の創出・拡大

○デジタル人材の還流等の促進（人材マッチング機能の強化・ネットワーク化）

○地域の経済循環を担う地域密着型企業の立ち上げ促進やローカルスタートアップの推進【再掲】

○サテライトオフィスのマッチング支援 ○地域コミュニティを支える地域運営組織への支援

○過疎法に基づく過疎対策の推進○スマートシティの推進

Ⅰ デジタル変革への対応、グリーン化の推進、活力ある地域づくり Ⅲ 防災・減災、国土強靱化の推進による安全・安心なくらしの実現

Ⅳ 感染症への対応、持続可能な地域社会の実現等を支える地方行財政基盤の確保

Ⅴ 持続可能な社会基盤の確保

■ 全ての国民がデジタル化によるメリットを享受できるよう社会全体のデジタル変革（ＤＸ）の加速化を通じてデ
ジタル田園都市国家構想を実現するとともに、気候変動問題が大きな課題となっている中でグリーン社会の実
現に向けた取組を推進する。これに併せ、人口減少や少子高齢化、人や企業の東京圏への一極集中に対応し
た人への投資及び個性を活かした地域づくりを図ることにより活力ある地域社会を実現する。

■ 近年の自然災害の多様化・激甚化・頻発化により、国民の生命・財産を守る防災・減災の重要性が一層増
していることを踏まえ、消防防災力・地域防災力を充実強化するとともに、国土強靱化を推進し、安全・安心な
くらしを実現する。

■ 感染症を踏まえた国と地方の連携等を推進するとともに、持続可能な地域社会の実現等を支える地方行
財政基盤を確保する。

■ 社会情勢の変化に対応した持続可能な社会基盤を確保するため、郵政事業、恩給、行政運営の改善、
統計、主権者教育に係る取組を着実に進める。

新しい資本主義やデジタル田園都市国家構想に基づき、我が国を取り巻く環境変化や国内における構造的課題に対応し、デジタル変革への対応、グリーン化の推進、活力あ
る地域づくり、内外の環境変化への対応に取り組むとともに、安全・安心なくらしの実現、地方行財政基盤・持続可能な社会基盤を確保し、地域課題の解決を通じた持続可能
な地域社会を実現する。

○：予算関連 ☆：制度関連 ※：その他

６ 国際連携の強化・経済安全保障の推進
○DFFTの具体的推進に向けた国際的なルール作り ※国際連携枠組による重要デジタル分野の協力の推進

○デジタルインフラの安全性・信頼性確保

○Open RAN 等の5G、光海底ケーブル、ICTソリューション、放送コンテンツ、郵便、消防、行政相談、統計等の海外展開

７ サイバーセキュリティの確保
○電気通信事業者による積極的サイバーセキュリティ対策の推進

○サイバー攻撃への自律的な対処能力の向上（人材育成、研究開発、情報分析・共有基盤）

８ デジタル変革に対応した情報通信に関する制度の見直し
○☆誹謗中傷対策、利用者情報の適切な取扱い確保等の通信サービス等における安心・安全な利用環境の整備

☆大規模な通信障害事故を踏まえた再発防止策、携帯電話の事業者間ローミングの実現に向けた検討

☆携帯電話用周波数の割当てプロセスの見直し○☆デジタル時代の放送制度の検討

９ 集中的な統計改革の推進
○※集中的な統計改革の推進（総合的品質管理の推進（デジタル化など）、統計データの利活用促進等）

■ 内外の環境変化に対応するため、国際連携の強化・経済安全保障の推進、サイバーセキュリティの確保、
デジタル変革に対応した情報通信に関する制度の見直し、集中的な統計改革を着実に進める。

Ⅱ 内外の環境変化への対応


